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変革期の中で進化し、成長を図る！！
株主の皆様には、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
瞬く間に全世界へ波及した新型コロナウイルスの影響は、私たちのビジネスから日常の生活まで大きな変革を迫って
います。
AIやクラウド、5G等によるデジタルトランスフォーメーションが進み今後数年で社会が大きく様変わりしていくなか、
当社は “Speciality for Customer” を基軸に高い専門性を日本国内のみならず、海外のグローバルマーケットに
対しても提供してまいります。
AIを搭載した新製品、主力製品の品揃え強化、特定業界向けのパッケージ化など、顧客の期待に応え、企業成長を図って
いきます。
今後も株主様の一層のご支援をお願い申し上げます。

（左から）
取締役 鈴木 正彦
取締役 鈴木 資史
代表取締役社長 山口 法弘
代表取締役会長 鈴木 勝喜
取締役 生田 厚志

＊新型コロナ感染症対策への
義援金として、2020年4月、
当社は日本赤十字社に寄付
を実施いたしました。今後は
更に、案件獲得数に応じた
寄付への取り組みを行う
予定です。

代表取締役社長　山口 法弘

株主・投資家の皆さまへ

工事精算業務において人手に頼っていたデータ
の登録および振替業務を効率化するため、OCR
技術を用いたインプット情報の変換と、AIを活用

した入力業務支援を実現する新ソリューション
をリリース致しました。

AI搭載型の新製品
｢ SMART」をリリース

AI搭載の｢ SMART」により業務効率化を実現
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土地情報は、特有の管理をしなければならないた
め、土地を多く抱える企業（インフラ業界など）で
は、その管理に課題を抱えていました。

この課題を解決するため、ProPlus固定資産シス
テムへの情報連携を可能とする『土地管理台帳』
を備えたサブシステムをリリース致しました。

新製品
｢

前年度
課税台帳

名寄帳

【課税台帳】

課税台帳評価額
時価相当額

【土地台帳】

取得価額（税務）
取得価額（財務）

土地管理サブシステム」をリリース

｢ 土地管理サブシステム」により土地情報の一元化を実現

土地管理システム

【固定資産台帳】

取得価額（税務）
取得価額（その他）

固定資産管理システム

土地のライフサイクル管理

保有・
活用購入 処分

取込

自動
連携

IFRS16の強制適用を契機に、在外子会社を含め
たグローバルでのリース管理ニーズが拡大。
また、近い将来、日本国内においても、新リース
会計基準への対応が必要となる見通し。
ProPlusは、リースの複数帳簿管理機能を持つ
グローバルで利用可能な唯一の国産パッケージ
です。

中東

北アジア

北米

中南米

オセアニア

東南アジア
南アジア

ロシア
調査・検討中

トルコ
調査・検討中

オーストラリア
調査・検討中

ニュージーランド
調査・検討中

パキスタン
対応済

インド
対応済

バングラデシュ
対応済

ミャンマー
対応済

ラオス
対応済

フィリピン
対応済

東アジア
韓国
対応済

香港
対応済

中国
対応済

台湾
対応済 カナダ

調査・検討中

アメリカ
対応済

メキシコ
対応済 コロンビア

対応済

ベネズエラ
対応済

ペルー
対応済

ブラジル
対応済

チリ
対応済

アルゼンチン
対応済

マレーシア
対応済

タイ
対応済

ベトナム
対応済

シンガポール
対応済

カンボジア
対応済

インドネシア
対応済

高まるグローバル資産管理ニーズに対応した
唯一の国産パッケージ

20の国と地域

24か国の税務標準対応

152法人 ※2020年4月末時点

■新リース会計基準適用状況

海外導入実績

製品対応

IFRS
中国
米国

2019年1月以降に開始する事業年度から適用
上場企業は2019年以降、非上場企業は
2021年以降に開始する事業年度から適用
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　情報サービス産業におきましては、人手不足等への対応から、
企業による働き方改革、生産性向上に向けた取り組みが続いてお
り、ガバナンス強化等の観点からも企業によるIT投資は堅調に推
移してまいりました。　
　このような状況下で当社グループは、主力である固定資産管理
ソリューションにおいて、海外を含めたリース資産管理への対応
を行う等、上場大企業や中堅企業の業務効率化、経営管理強化等
に資するソリューションを展開しており、前期比で売上高は増加
いたしました。一方で、退職金規程の改訂により、2019年4月1日

に退職金支給乗率を変更したことに伴い、退職給付費用を追加で
189百万円（売上原価151百万円、販売費及び一般管理費37百万
円）計上したこと、また、研究開発費、広告宣伝費、人材募集費等の
販売費及び一般管理費が増加したことから利益は減少いたしま
した。　　
　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高5,052百万円（前期
比13.7%増）、営業利益1,470百万円（同4.2%減）、経常利益
1,535百万円（同3.5%減）、親会社株主に帰属する当期純利益
1,036百万円（同4.6%減）となりました。

1061

71
68

721010

1086

4112

44434347

3566

817

55

売上高
（単位 ： 百万円）

経常利益
（単位 ： 百万円）

当期純利益
（単位 ： 百万円）

1株当たり当期純利益
（単位 ： 円）

（注）当社では2016年10月１日及び2019年2月１日付でそれぞれ普通株式１株につき2株の割合で株式を分割しております。1株当たり当期純利益は、当該株式分割が2015年3月期に行われたものと仮定し、算出しております。
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■連結貸借対照表 ■連結損益計算書

9,942,910

8,241,392

947,487

204,301

498

49,230

1,625,082

16,675

5,208

11,466

233,232

230,617

2,614

1,375,174

993,250

80,979

195,481

105,463

11,067,992

8,744,868

7,275,330

1,121,791

299,649

436

47,660

1,426,217

24,077

6,118

17,958

176,573

173,958

2,614

1,263,194

947,759

80,979

130,907

103,547

10,208,712

[資産の部]

流動資産

　現金及び預金

　売掛金

　仕掛品

　貯蔵品

　その他

固定資産

 有形固定資産

　建物附属設備

　工具器具備品

 無形固定資産

　ソフトウェア

　その他

 投資その他の資産

　投資有価証券

　関係会社出資金

　繰延税金資産

　その他

資産合計

1,308,453

154,131

52,591

322,677

502,602

61,619

39,400

1,518

173,914

413,131

303,931

109,200

1,721,584

9,233,089

508,204

501,763

8,224,756

△1,635

△19,826

△19,826

133,146

9,346,408

11,067,992

1,227,824

143,694

170,944

251,905

460,924

61,103

40,600

28,398

70,254

227,431

118,231

109,200

1,455,255

8,641,833

466,000

459,559

7,717,773

△1,499

12,029

12,029

99,593

8,753,456

10,208,712

[負債の部]

流動負債

　買掛金

　未払金

　未払法人税等

　前受金

　賞与引当金

　役員賞与引当金

　受注損失引当金

　その他

固定負債

　退職給付に係る負債

　役員退職慰労引当金

負債合計

[純資産の部]

株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

　自己株式

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

新株予約権

純資産合計

負債純資産合計

5,052,786

2,479,386

2,573,399

1,103,314

1,470,085 

66,475 

996 

1,535,564 

5,670 

1,541,234 

504,446 

1,036,788 

1,036,788 

4,443,888

1,996,550

2,447,338

913,127

1,534,210 

59,885 

ー

1,594,095 

12,300 

1,606,396 

519,476 

1,086,919 

1,086,919 

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

税金等調整前当期純利益

法人税等

当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

前期
2019年3月期

財務諸表 単位：千円

当期
2020年3月期

前期
2019年3月期

当期
2020年3月期

前期
2019年3月期

当期
2020年3月期
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6,118

17,958

176,573

173,958

2,614

1,263,194

947,759

80,979

130,907

103,547

10,208,712

[資産の部]

流動資産

　現金及び預金

　売掛金

　仕掛品

　貯蔵品

　その他

固定資産

 有形固定資産

　建物附属設備

　工具器具備品

 無形固定資産

　ソフトウェア

　その他

 投資その他の資産

　投資有価証券

　関係会社出資金

　繰延税金資産

　その他

資産合計

1,308,453

154,131

52,591

322,677

502,602

61,619

39,400

1,518

173,914

413,131

303,931

109,200

1,721,584

9,233,089

508,204

501,763

8,224,756

△1,635

△19,826

△19,826

133,146

9,346,408

11,067,992

1,227,824

143,694

170,944

251,905

460,924

61,103

40,600

28,398

70,254

227,431

118,231

109,200

1,455,255

8,641,833

466,000

459,559

7,717,773

△1,499

12,029

12,029

99,593

8,753,456

10,208,712

[負債の部]

流動負債

　買掛金

　未払金

　未払法人税等

　前受金

　賞与引当金

　役員賞与引当金

　受注損失引当金

　その他

固定負債

　退職給付に係る負債

　役員退職慰労引当金

負債合計

[純資産の部]

株主資本

　資本金

　資本剰余金

　利益剰余金

　自己株式

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

新株予約権

純資産合計

負債純資産合計

5,052,786

2,479,386

2,573,399

1,103,314

1,470,085 

66,475 

996 

1,535,564 

5,670 

1,541,234 

504,446 

1,036,788 

1,036,788 

4,443,888

1,996,550

2,447,338

913,127

1,534,210 

59,885 

ー

1,594,095 

12,300 

1,606,396 

519,476 

1,086,919 

1,086,919 

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

税金等調整前当期純利益

法人税等

当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

前期
2019年3月期

財務諸表 単位：千円

当期
2020年3月期

前期
2019年3月期

当期
2020年3月期

前期
2019年3月期

当期
2020年3月期
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プロシップ

〒112-0004
東京都文京区後楽二丁目3番21号 

お問い合わせ先／経営推進本部

電　話：03-5805-6121　
E-mail：kanri@proship.co.jp

IR情報は、当社ホームページでも
ご覧いただけます。

このカタログは環境に配慮し植物油インキ
を使用しています。

株式会社プロシップ
1969年4月9日
5億0820万円
160名
ソフトウエアパッケージの開発販売

〒112-0004 
東京都文京区後楽二丁目3番21号 
住友不動産飯田橋ビル
〒541-0056 
大阪市中央区久太郎町三丁目3番9号
ORIX久太郎町ビル
株式会社プロシップフロンティア
普楽希普信息系統（大連）有限公司
浦楽熙普信息科技（上海）有限公司

会 社 名
設 立
資 本 金
従 業 員 数
主な事業内容
事 業 所
 本 社

 西日本支社

関 係 会 社

鈴木　勝喜
山口　法弘
鈴木　資史
生田　厚志
鈴木　正彦
長倉　正道
鈴木　洋
遠藤　利夫

代 表 取 締 役 会 長
代 表 取 締 役 社 長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）

株主優待

同連絡先
特別口座管理機関
株主名簿管理人および
公告方法
中間配当金
配当金受領株主確定日
事業年度

毎年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された
100株以上を所有する株主様を対象に、以下の区分に
よりクオ・カードを年１回贈呈いたします。

〒183-0044　東京都府中市日鋼町１-１
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
Tel 0120-232-711

三菱UFJ信託銀行株式会社

電子公告　http://www.proship.co.jp
中間配当を行う場合は9月30日
期末配当金　3月31日
4月1日から翌年3月31日まで

保有株式数
1単元（100株）以上5単元（500株）未満

5単元（500株）以上
1単元（100株）以上5単元（500株）未満

5単元（500株）以上
※継続保有期間3年以上とは、同一株主番号で3月末日および9月末日基準の株主名簿に
　７回以上連続して記載または記録された株主様となります。 

優待内容
クオ・カード 1,000円分
クオ・カード 2,000円分
クオ・カード 2,000円分
クオ・カード 3,000円分

保有年数

3年未満

3年以上

■役　員 （2020年3月31現在）

■会社概要 （2020年3月31日現在） ■株主メモ


